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基調講演 講演者プロフィール 
 
筒井 勝治（つつい しょうじ） 
株式会社ニュージェック 執行役員 
 
【経歴】 

京都大学大学院工学研究科修士課程修了、工学博士。 
関西電力株式会社水力部長を経て、現職。 
ラオス国のナムニアップ 1 水力発電プロジェクトの、調査・計画・事業化から建設工事に従事。 
現在、インドネシア国初となるアッパーチソカン揚水発電プロジェクトの設計・施工監理コンサルティングに従事。 
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開発援助のインフラ整備におけるジェンダー主流化の課題 
西宮 宜昭 1・太田陽子 2 ・小山亜由美 3・高橋水希 4 

1 正会員 オリエンタルコンサルタンツグローバル E-mail: nishimiya@ocglobal.jp 
2、3，4 オリエンタルコンサルタンツグローバル  

Key Words: Gender mainstreaming, infrastructure, ODA, Issues and tasks, cases 

1． はじめに 

開発援助における Gender 課題への対応については、

1970 年代の BHN の流れの中、WID（Women in 
Development）アプローチが推進され始め、1990 年代

では社会開発重視の流れに沿い、GAD（Gender and 
Development）が、さらに Gender 主流化の流れが生ま

れ現在に至っている。援助機関の JICA、国連機関（UN）

や世界銀行（WB）等は、Gender 主流化を重視し、さ

らにインフラ整備と Gender に関したマニュアルの整

備や方針も公表している。しかし、開発援助における

インフラ整備と gender 主流化については、十分には

整理されないまま様々な課題が指摘されている。 
以上の背景のもと、本稿では既存の議論、調査や研

究結果を概観して現況と課題を整理し、課題の中で

まだ十分に対応されていないものを今後取り組むべ

き課題として明らかにし例示した。本研究は、文献調

査を主として進め、検索の Keywords は上記のものを

使用した。日本の開発援助の事例も現況把握と課題

抽出の参考とし、事例は小規模プロジェクト（紛争影

響地域のコミュニティ復興／開発案件、小規模、都市

部、影響は局所的、地元住民の生活に直接関連）、交

通インフラ整備案件（鉄道、大規模、影響が広範囲、

住民の生活には直接的、間接的双方に関連）の 2 例

とした。さらに本稿では女性（女児を含）と男性（男

児を含）との分類とし、「男女」を用語として用いる。

また、開発途上国における開発援助を主として扱う。 
 

2． 調査と研究の現況 
開発援助における Gender 主流化については、各

関連機関が方針、既存の文献のレビュー（Waqar 
2021）、Tool kit や方針を提示している。インフラ

に関連した Tool kit は JICA(2023a) 他が作成してお

り、さらに、交通インフラを取り上げたものもある

（ADB 2013, Ng. WS et al. 2020, Menon UN 2019, 
JICA 2023a）。WB グループでは IFC がコミュニテ

ィ開発や PPP にも重視した Kit を作成している

（Commdev 2025）。これらの Kit には段階毎（計画

から建設等の実施、運用、モニタリング・評価）の

留意事項、取組み（Gender Action Plan: GPA）例や

調査項目例が示され更新の議論も継続されている。 
事例も多数紹介されている。分析まで踏み込んだ

例としては、Agency との関連で WB の例（C. Usura 
et al. 2015）、事例研究として Shimamura et al.（2022a）
や JICA の他の事例研究もある（Shimamura et al.
（2022b, DID 使用）。交通インフラに関する研究プ

ロジェクトの事例研究（政策や実際のプロジェクト）

もある（Tanzan 2020）。しかし、事例の分析がまだ

十分でなく、インフラの特徴を考慮した分析や他の

分野との比較も見当たらない。交差性勘案の重要性

は指摘されているが、同様に分析は不十分である。 
 
3． 日本の開発援助の事例紹介 
(1)コートジボワール共和国大 Abidian 圏社会統合促

進のためのコミュニティ強化 Project 1,2(COSAY 1,2) 
紛争後の社会統合が目的であるが、Gender 主流化

関連の活動も含めた事例である。社会統合を目指す

活動の一環としてインフラ整備を一部含み（教育、保

健施設、交通）、多民族居住でイスラム教とキリスト

教徒が混在する地域である。ジェンダー平等の活動

の例として、工事における非熟練工を含めた女性の

雇用促進（義務付けではない）、石工、塗装、鉄筋工

について女性に対する研修と女性の積極的な活用、

住民組織への女性参加推進（割合の義務付けはない

が平均 26％、自主的な選定）、住民組織の構成、専

門家や CP の配置に Gender バランスを取った。これ

らにより以下が見出された：女性の自信や自己統御

感の獲得、男性の女性に対する認識の改善、技術を習

得した女性工事参加者の建設会社よる雇用継続、既

存の女性組織の活用も重要であること。但し、インフ

ラ整備単体でなく他の非インフラ事業の効果を含み、

分離した分析はできていない（以上、関口・松隈 2024）。 
(2)地下鉄整備プロジェクトにおいての取り組み例 
地下鉄整備では、通常、GAP が取り入れられてい

る。事例は、ダッカ都市交通整備事業（1 号線）(JICA 
2018)、カイロ地下鉄 4 号線一期東西延伸事業(JICA 
2023 b）等がある。既に運用が開始されたデリーメト

ロ高速輸送システム建設事業（Phase 1-3）もある。 
このデリーの事例（JICA 2025）では、サリー巻き

込み防止装置、防犯カメラ、非常連絡装置、女性専用

車（2010 から）の設置があり、デリー交通公社の対

応として、主要駅に女性の警備員、駅員配置、育児休

業、託児所、女子寮や苦情処理員会が設置されている。

事例の効果については、JICA の研究があり（Seki et 
al.2020）、地下鉄駅周辺の女性の労働参加数の増加が

確認され、事後評価（JICA 2015）では女性の認識と

行動変容（外出増、安全・安心感増）の記述もある。 
 他の案件でも、同様の取り組みがなされている（ま

たは計画されている）：男女別トイレ・街灯等の設備

の導入、建設労働者としての雇用推奨・義務付け、 建
設労働者やオフィス職員の女性比率の設定や女性労

働者向けの研修等。但し、効果についてはまだ検証さ

れておらず、今後の評価を待つこととなる。 
 
4． 今後の調査研究上の課題 
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前述の既往の調査研究の概観結果を勘案し、今後

の調査研究としての課題を以下の通り提言する。以

降の課題対応にはインフラの特徴を入れて行うべき

である（課題共通）。特徴は、進捗が目に見える、不

可逆性、他の分野に比べより重要な項目（計画に加え、

実施管理や協調重視、生活に直結等）が挙げられる。 
まず、プロジェクトの投入（活動）と効果の因果関

係の更なる分析（内容や事例件数増）が必要である。

これは、関係者（行政、実務者、NGO や研究教育機

関も）の共通かつ優先的な関心事項ある。 
投入はGAPに基づく内容や実施方法、条件であり、

成果は Gender 主流化の 2 つの目的（Gap 縮小とプロ

ジェクトの目標達成への寄与）と密接に関係してい

る。投入の内容や実施方法と効果の関係として分析

すべきものとして、以下の例を挙げる。 
（1）女性の参加：どの段階のどの作業にどの割合の

参加が効果的か。また Quota（割当）の設定と義務

付けは効果的か。参加のための研修の効果的な内容

（特に工学的及び管理技術）、時期や対象の設定。 
（2）構造物の設計と仕様 

1）防災に関し、どのインフラをどこに設置すれば

男女、特に女性のレジリエンスが増加するか、 
どこにライト（街灯等）を設置すれば女性の安心

感が増すか、さらに適切な光度は何か。 
2）交差点の歩道橋（避けたほうが良いが）設置で

階段の他、ランプ、スロープを設置する効果と勾配

の適正角度（年齢、子供連れ、荷物や車椅子の状況）。 

3）女性の荷物や子供連れ、手押し車使用を勘案し

た歩道の整備：簡易舗装の効果（砂利舗装も）、本

道に対する歩道の幅、仕様、物品販売や避難のスペ

ース設置での面積、個数・間隔とこれらの効果。 

（3）建設現場について、交通手段、距離、は女性の 

参加促進に影響するか、託児所設置の効果の有無。 

効果としては以下の例がある：対象地域の女子就 
学率の向上、女性の雇用数・雇用率の向上、母体死亡

率の減少、GBV や DV の減少、各種委員会や議会に

おける女性の割合増。また対象女性の Empowerment
関連指標（選択と実行能力の客観的と主観的評価、対

象女性自身の認識、自信、自己統御感）もある。 
 第 2 に交差性について、女性の年齢や地位等の属 

性に加え、インフラの種類や他のセクター（保健、教 

育、農業等）、さらに実施方法による交差性について 

の検討を行うべきである。インフラと他のセクター 

との優位点・不利点の比較も含める必要がある。 

 第 3 に、上記 1，2 において投入と効果の組み合 

せ数が膨大となるため、関係者のニーズや優先度を 

把握し、調査研究の分析数を減ずる必要がある。 

第 4 に Gender 主流化には男性の理解と支援が必須

なため、それらの方法（研修の内容と対象者、何らか

の義務付けの必要性、見える化についてなら何を、い

つ、どのように、誰が見せるか）の検討が必須である。 
第 5 に、投入と効果発現に至るプロセスの分析と

因果関係の見出しに、理論の裏付けを行うべきであ

る。理論の裏付けがないと、類似の活動実施にリスク

が増し、内容や面的な拡張性にも問題が発生する。援

用する理論として、例えば心理学なら動機理論、経済

学なら効用理論や教育学なら学習関連の理論がある。  
 第 6 に便益評価の方法の更なる検討の必要性を指 
摘する。例えば、道路建設による経済便益に、女性に 
る子供や病人の送迎への時間・距離短縮の効果を 
を含めることの是非と評価方法についてである。 
 
5． おわりに 
本稿では現状の整理と今後の対応すべき 6 つの課

題を提起した：インフラの特徴を考慮し、更なる 1）
事業の投入と成果発現までの因果関係の検討、2）交

差性の取入れと他の分野との比較、3）関係者の優先

度とニーズの確認、4）男性の理解と支持促進の方法

の検討、5）因果関係の検討に理論の裏づけ、6）便益

評価方法の検討である。 
なお、本稿での見解や解釈は筆者らのものであり、

必ずしも筆者らの組織を代表するものではない。 
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島嶼国におけるコンクリート舗装の実践 
～ソロモン諸島におけるインターロッキングブロック(ILB)舗装技術導入にかかる技術協力～ 

 

㈱片平エンジニアリング・インターナショナル  非会員 〇栩中 正照 

㈱片平エンジニアリング・インターナショナル  正会員  國政 喜朗 
㈱片平エンジニアリング・インターナショナル  非会員  三好 俊太郎 

 

１．はじめに 

ソロモン諸島

では，簡易な施工

が可能で耐久性

の高い ILB 舗装

を，主要幹線を除

く地方道路の標

準工法として導

入することが期待されている．ILB 舗装は，高速走行

には不向きだが，島国の交通事情に適しており，良好

な路面を維持しやすい．施工は人力中心で，地域住民

の雇用創出や経済貢献にもつながる．資材の多くは

現地調達可能で，住民による補修も容易なため，持続

可能な道路整備の選択肢となり得る．本プロジェク

トは，このような視点から国際協力機構(JICA)による，

ソロモン諸島に ILB 舗装を導入する技術支援で，製

造から施工，補修までをインフラ省(MID)に技術移転

し，試験施工を実践した(2023～2025 年)．本手法は他

の太平洋諸国でも有望であり，展開を検討している． 
 
２．概要 

ソロモン諸島国において ILB 舗装が標準舗装工法

として確立され，道路整備に活用されるために整理

した内容を以下に示す． 
表-1 プロジェクト概要 

前提条件 
  大規模な機材を必要とせず，労働集約型で実施可能

なコンクリートブロックの手動製造． 
  現地で容易に入手可能な材料（砂，砂利，セメント，

水）のみで製造し、品質を確保． 
  製造するコンクリートブロックは，現地のニーズに

合致した所定の強度を確保． 
目標 

  プラスチック製型枠と振動台を使用し，現地の材料

を用いて，小規模事業者が製造可能かつ十分な強度

を有する ILB の製造と施工方法を確立． 
  特に，配合設計，材料の選定基準，養生方法を明確

にし，品質の安定化とコスト効率化を目指す． 

 
課題 

  現地の環境条件や交通状況に適したコンクリートブ

ロックの強度基準の設定． 
  現地の材料特性を考慮した，最適なコンクリート配

合の決定． 
  手動での効率的な製造方法（材料の計量，混合，型

枠への充填，振動締め固め，脱型など）の確立及び，

一定の品質の確保． 
 

表-2 成果・活動及び具体的な実施内容 

成果 1：ILB 舗装技術を確立 
ILB 舗装の導入に向けて，標準設計および施工法の

策定，試験施工による実証，補修技術の整備，ならび

に施工指導員育成のための研修体系の構築を行い，

ILB 舗装の実用化と持続的運用の基盤形成を図った． 
成果 2：ILB 舗装製造技術を確立 
ILB 舗装の品質確保を目的として，強度試験を含む

技術規格の検討・確立を行うとともに，安定的な ILB
供給体制の構築に向けて，製造業者育成のための教

材整備および指導方法の体系化を実施した． 
成果 3：MID が ILB 舗装を進めるための体制を確立 
IBP の普及と持続的運用に向けて，ILB 製造における

品質管理体制の確立に加え，計画，設計，発注，施工

監理，安全・衛生管理に関する行政および関係機関の

能力強化を総合的に図った． 
 
３．標準配合の決定 

ここでは，成果 2 ILB 舗装製造技術の確立につい

て，詳細を示す．試験製造にあたっては，下記に示す

セメント量 4 条件を基に，細骨材率，粗骨材寸法，

水セメント比，振動方法，攪拌方法の組み合わせた計

33 通りの配合設計を実施、標準配合を決定した． 

表-3 各セメント量の配合パターンによる特徴 

ｾﾒﾝﾄ
量 

280k 
g/m3 

300 
kg/m3 

330 
kg/m3 

350 
kg/m3 

ﾜｰｶﾋﾞ
ﾘﾃｨ 

攪拌が困
難 

概ね良好 概ね手動
でも良好 

手動でも
良好 

ｺｽﾄ ◎ ○ △ × 
出来
形 

水セメン
ト比次第 

均等な振
動が必要 

外観上問
題なし 

外観上問
題なし 

圧縮
強度 

ﾜｰｶﾋﾞﾘﾃｨ
が低く，
強度の確
保が困難 

振動台で
あれば，
安定的に
25 Mpa
以上確保 

手動でも
比較的安
定して
25 Mpa
以上 

手動でも
ほぼ 
25 Mpa
以上確保 

写真-1 舗装状況（2，3 次道路） 
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表-4 本プロジェクトで設定した標準配合 

セメント量
(kg/m3) 

細骨材率
(%) 

粗骨材寸法
(mm) 

水セメント
比(%) 

300 33 20 55 
 

 ILB の標準配合を決定する過程において，材齢 7

日および 14 日に圧縮強度試験を実施した．セメント

は輸入品であるも

のの，安定した供

給が確保されてお

り，品質にもばら

つきは認められな

かった．一方，骨材

については，島ご

とに品質に差があることが確認されており，標準配

合を基準としつつ，各島に適した配合を個別に設定

する必要がある． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

４．地域の特性に合わせた配合パターン 

本プロジェクトでは，今後の離島における ILB 製造

を見据え，川砂の入手が困難な地域への対応策とし

て，海砂および海水を用いた配合設計の検討を行っ

た．ILB は鉄筋を含まない無筋構造であり，いくつか

の先行研究においては，海水の使用が圧縮強度の増

加に寄与するとの報告がなされている．しかし本検

討では，海水と水道水との間で得られた圧縮強度に

は有意な差は認められなかった．一方，海砂を使用し

た場合

には，

強度低

下の傾

向が確

認され

た． 
 

５．考察 

将来的にソロモン諸島全域で本技術を水平展開し

ていくためには，品質が確保された粗骨材の安定的

な入手が不可欠である．海砂を使用する場合におい

ては，セメント量を増加させた配合とすることで所

定の圧縮強度を確保できる可能性があるが，適切な

配合設計によっては，首都ホニアラで製造した製品

を他地域へ輸送する手法についても，検討する価値

がある．さらに，海水及び海砂には塩分が含まれてい

ることから，製造に用いる振動台の塗装が剥離して

いる箇所を起点として腐食が進行する懸念がある．

したがって，機械設備の適切な保守管理を徹底する

ことが重要である． 
 
６．今後の教訓、提言 

本プロジェクトでは，MID と大学が連携し，ILB の

製造および敷設を実施しており，MID 職員への技術

移転後には，一般公募により製造活動を拡大し，MID

職員が指導的役割を担うことで，技術の定着と活動

の認知度向上を図っている．また、MID においては，

習熟した技術者の技能が散逸することを防ぐために

も，ILB を継続的に施工することが重要であり、ILB

技術の持続的な普及体制をより強固なものにし，大

学とのさらなる連携による技術力の向上，市民参加

型の維持管理への発展も期待される． 

写真-2 ILB 製造状況 

図-1 セメント量による圧縮強度の比較 

図-2 粗骨材寸法による圧縮強度の比較

図-3 細骨材率による圧縮強度の比較
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カンボジア・国道 1 号線整備にかかる事業事後

評価と実務者の取組 
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カンボジア国道 1 号線プノンペン～ネアックルン区間（約 56km）は日本の無償資金協力により 2017 年

7 月までに全区間の改修がなされた．JICA は第 3 者に委託して 2020 年～2021 年にかけて隣接するネアッ

クルン橋梁とあわせて事業事後評価を実施．工期を評価する効率性項目においては工期が計画比 113%と

して計画を上回ったとしているが，カンボジア政府が期待する早期事業完成とのギャップは大きいものと

思われた． 
本研究では，2003年3月時点で最速2007年後半の完工とされていた本事業に対し，全区間の開通が2017

年 7 月と大きく遅延するに至った要因として住民移転問題への対応に着目，特に補償単価をめぐるカンボ

ジア政府への実務担当者の働きかけとその成果について分析した． 
 
 

     Key Words: Cambodia, ODA, National Road No.１ , resettlement, compensation rate 
 
1.  国道１号線の事業事後評価 
 

カンボジア国道 1号線プノンペン～ネアックルン区間

の改修は2001年8月にカンボジア政府から要請がなされ

た．これを受け JICA は開発調査を経て無償資金協力の

ための基本設計調査を実施．第一期（2 橋梁），第二期

（道路約 43km，1橋梁），第三期（道路約 9km），第四

期（道路約 4km）及び第五期（為替変動による追加予算

措置）と段階的に 5 度にわけて国際約束(Exchange of 

Notes:EN)が署名され実施に至った．特に第三期 EN 署名

から第四期 EN 署名まで 4年 5ヵ月が経過している。こ

のため開発調査報告書の工程では 2007 年末に完工と記

載されていたものが，実際の全区間完工は2017年7月と

長い時間がかかったことがわかる（表 1）． 
一方，JICA が実施した事業事後評価では, 工期につい

て「事業期間（計画値）は 10 年 9 カ月（2005 年 6 月～

2016 年 2 月）となる．事業期間（実績値）は 12 年 2 カ月

（2005 年 6 月～2017 年 7 月，計画比 113％）であり，計

画を上回った．」と記載されており，カンボジアが期待

していた「一刻も早い完成」とのギャップが大きい.  

JICA の事後評価は「プロジェクトの投入計画や，事

業期間・事業費の計画と実績の比較などを確認する．」

としており，通常は基本設計調査報告書や事業事前評価

表での記載されている期間を計画値とする．但し「スコ

ープの変更がなされており，その変更が妥当と判断でき

る場合は変更後のものを計画値とする」とされている.
本事業では第四期においてスコープ変更がなされたこと

から，第一期のEN署名年月である 2005年 6月から第四

期事前評価表に記載の 2016年 2月までの 129ヵ月を計画

期間とみなしたものである． 

表 1   国道 1号線整備の推移 
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2. 事業実施促進に向けた働きかけ 

 
開発調査を実施していた 2002年～2003年は JICA環境

社会配慮ガイドライン策定に向け有識者等による活発な

意見交換がなされていた時期である．本事業では約1800
世帯のセットバックが必要になると見込まれていたこと

から，開発調査時に想定していた全区間を一気に実施す

るのではなく，非自発的住民移転問題の進捗状況を踏ま

えて段階的に実施する方針に変更した．JICA はカンボ

ジア政府が実施する住民移転問題を側面支援し能力強化

を図ることを通じて事業実施促進を図ることとし， 2004
年 4 月に JICA に設立された環境社会配慮審査会に対し

進捗状況を随時報告することとした． 
事業進捗のために取り組んだ主なものとして，住民説

明会開催支援，苦情処理委員会設立支援，カンボジア政

府との定期的な対話の仕組み構築，カンボジアが実施す

る住民移転プロセス（資産調査，住民説明会，支払の実

施）に対する外部モニタリングの実施等があげられる． 
最大の課題はカンボジア政府が設定する補償単価であ

り, 環境社会配慮審査会関係者，NGO, 日本の政治家の関

心も高かった． 
補償単価に関する JICA からの働きかけとその結果に

ついては表 2 に整理できる．先行する ADB 事業におけ

る課題，また NGO 等からの要望も踏まえ，カンボジア

政府に対する働きかけを実施，補償単価の見直し，既に

支払済みの住民に対する差額の遡及支払がなされること

になった． 
一方で，第四期事業の実施決定に際しては再委託価格

の妥当性検証と情報公開が事実上の要件となった．JICA
としてはカンボジア政府が2008年1月に第三期事業の実

施に再取得価格に基づく補償単価で支払うと決定，カン

ボジア政府が2007年8月に実施した補償単価設定のため

の市場価格調査内容は妥当と判断したうえで2009年7月
に第三期にかかる EN 署名に進めた経緯があることから，

追加で妥当性の検証を行うことはカンボジア政府に対す

る信頼関係を大きく損ねる可能性があり，カンボジア政

府との合計形成に時間を要することが懸念された．他方，

2010年 5月，カンボジア・ネアックルン橋及び国道一号

線（第四期）の実施への理解を得るために外務省から日

本の政治家に対して説明を行ったところ，報告書の公開，

価格の妥当性が課題とされ，妥当性の検証が不可避とな

った．2011 年 4 月に行われた JICA とカンボジア政府と

の協議では「情報公開については大変機微な問題であり，

他案件対応への影響を見極める必要がある」，「これま

で JICA 環境社会配慮ガイドラインに則って移転を進め

てきたこと，日本側要請に応えて支払い基準の変更，追

加補償も実施したことから妥当性検証のための追加調査

の必要性は見出し難い」，情報公開について，「日本で

は説明責任を果たすためとしているが，カンボジアでは

そのような必要性はなく，正当性が十分にあるものを公

開することへの強い抵抗感と懸念を有している」ことが

表明されたが，最終的にはカンボジア政府によるフォロ

ーアップ調査の実施を受入れるに至った．同時期に

JICAは4車線化に向けたスコープ変更，近接する上水道

整備計画との調整，事業費積算等の調査を実施，2012年
2月に調査報告書としてとりまとめた．また 2012年 2月
には環境社会配慮助言委員会に対し報告を行った. 

 
3. 教訓 

 

本事業の事業実施促進並びにカンボジア政府との対話

を通じて得られた教訓は次の通りである．  
・相手国の法制度や政府の能力を踏まえた対応 
・政府の能力強化は一方的に行うのではなく時間をかけ

て行う必要がある 
・ドナー間の連携・調整が不可欠 
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表 2   補償単価 をめぐるはたらきかけ 
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